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〈編注〉分類は50音順。

出所のないものは企業会計基準委員（ASBJ）。

�会計基準等�
過年度遡及

〈本誌〉災害損失引当金の見積差額　特

別利益への戻入も可 3024（7/18）

〈本誌〉過年度遡及基準，第１四半期で

の適用は？ 3028（8/22）

〈本誌〉第１四半期　過年度遡及基準の

適用事例を調査 3031（9/12）

〈本誌〉注記事例からみる「 見積りの変

更」 3031（9/12）

〈本誌〉「計上区分変更」は遡及適用か財

務諸表組替えか？ 3033（9/26）

国税庁　遡及処理を行った場合，申告書

別表で調整を 3038（10/31）

〈本誌〉誤謬による修正再表示 3039（11/7）

〈本誌〉「見積りの変更」開示事例～その

２～ 3043（12/5）

資産除去債務

〈本誌〉資産除去債務「 見積りの変更」

が課題に 3026（8 / 1）

〈本誌〉資産除去債務　見積り不能から

一転，期末で計上も 3027（8 / 8）

〈本誌〉資産除去債務　小売業にインパ

クト 3027（8 / 8）

TDB　資産除去債務の影響で小売業36

社が赤字に 3039（11/7）

四半期

〈本誌アンケート〉　75％が第１・３四半

期CFを省略 3023（7/11）

新日本調査　四半期連結CF，東証１部

の２割が任意開示 3035（10/10）

税制改正等に伴う四半期取扱い案公表へ 

 3046（12/26）

税効果会計

〈本誌〉実効税率引き下げ，年度・四半期

の税効果に影響 3044（12/12）

〈本誌〉繰越欠損金の控除限度額が引き下

げ 3044（12/12）

〈本誌〉税率変更　会社区分１，四半期に

も影響 3045（12/19）

〈本誌〉土地再評価と税率変更～実効税

率引き下げにより再計算 3045（12/19）

税制改正等に伴う四半期取扱い案公表へ 

 3046（12/26）

セグメント

〈本誌〉セグメント，「記載省略」を「地

経財ニュース・トピックス

総合索引
23 No.3022 ～3046

７月～ 12月

年
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域別」に変更した例も 3040（11/14）

〈本誌〉セグメント利益の測定方法，21

社が変更 3043（12/5）

〈本誌〉量的重要性の変化によるセグメ

ント変更は２社 3044（12/12）

中小企業会計

23年版「中小企業会計指針」公表 3025（7/25）

中小企業会計検討会　中小企業の会計に

関する基本要領（案）公表 3041（11/21）

連結・特別目的会社

連結・SPEに関する取扱いを検討 3034（10/3）

IASB草案「投資企業」へのコメントを検

討 3035（10/10）

草案「投資企業」コメント対応，例外の

乱用懸念 3038（10/31）

草案「投資企業」コメント対応に方向性�

 3042（11/28）

その他

〈本誌〉税制改正で棚卸資産における「切

放し低価法」が廃止 3024（7/18）

〈本誌〉23年３月期決算，会計方針の変

更は１%台 3030（9 / 5）

〈本誌〉災害損失引当金を第１四半期で

戻入 3032（9/19）

産業経理協アンケート　包括利益，４割

の企業が「単なる表示基準」 3038（10/31）

〈本誌〉大王製紙の関連当事者注記 3040（11/14）

オリンパス不正，会計スキームなど明ら

かに 3044（12/12）

IFRS収益再ED公表に対応し審議再開 

 3044（12/12）

ASBJ/FASFレポート

第227回　未認識項目の負債計上～当初

案から１年遅らせ25年３月期適用を提

案～ 3023（7/11）

第228回　IASB/FASB，収益認識（案）を

再公開へ 3025（7/25）

第229回　無形資産（耐用年数確定不能）の

減損規定を検討 3027（8 / 8）

第230回　潜在的議決権も支配の判定に

際し，考慮？ 3030（9 / 5）

第231回　IASBのアジェンダ協議・ヘッ

ジ会計検討状況を確認 3035（10/10）

第232回　金融商品と連結・特別目的会

社に関する議論を確認 3038（10/31）

第233回　IASBアジェンダ協議文書への

コメントを検討 3042（11/28）

�国際会計基準（IASB/IFRS）�
IFRS CAFE　リアルな実務の話題に共

感 3022（7 / 4）

経団連　IFRS適用に関する疑問・見解

をまとめる 3023（7/11）

IFRSへの準備に関する調査～ AICPA 

 3024（7/18）

IFRS財団　次の10年に向けて戦略検討 

 3026（8 / 1）

〈本誌〉IFRS「収益認識」「リース」の

再公開草案はいつ？ 3028（8/22）

IASB　剥土費用に関する指針を公表へ 

 3035（10/10）

第２回「日印ダイアローグ」開催 3035（10/10）

CFA協　コンドースメント・アプロー

チに意見 3039（11/7）

IASBとFASB　３月までにリース再ED

公表へ 3041（11/21）

IASBとFASB　収益認識の再公開草案

を公表 3041（11/21）

IFRS９号は適用時期を延期へ 3042（11/28）

SECスタッフが２つのスタッフ・ペー

パーを公表 3042（11/28）

 あらた監査法人　木内　仁志

FASF・ASBJ　IASBへの派遣人材育成

へ 3043（12/5）

SEC主任会計士　米国のIFRS組込み検
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討状況の報告 3045（12/19）

 あらた監査法人　鈴木　理加

〈本誌〉IFRS適用に備え，決算期の統一

相次ぐ 3045（12/19）

�開示関係の法令・制度等�
企業会計審議会

IFRS適用，議論振り出しへ？ 3023（7/11）

IFRS対応，議論の中身の整理を 3030（9 / 5）

日本の戦略と国内制度のあり方を検討 

 3037（9/24）

連単分離を望む企業 3041（11/24）

金融庁

23年３月期有報の作成・提出で留意事項 

 3022（7 / 4）

３月期の有報提出期限を９月末まで延長 

 3022（7 / 4）

特定有価証券開示府令等を一部改正 

 3027（8 / 8）

米国基準の使用延長で連結財規等手当て 

 3027（8 / 8）

米国基準使用継続措置，８月31日に公

布・施行 3030（9 / 5）

連結財規等の一部を改正・施行 3035（10/10）

市場，金融の基盤強化へ制度等改正案 

 3040（11/14）

自見大臣　オリンパス問題踏まえ，再発

防止策検討へ 3046（12/26）

東京証券取引所

３月期の有報提出期限を９月末まで延長 

 3022（7 / 4）

業績予想に関する報告書公表 3027（8 / 8）

通期決算短信の開示状況調査 3028（8/22）

東証上場会社の99.9%が「独立役員」を確

保 3030（9 / 5）

全国証取　100社超でインサイダー取引

発生の可能性大 3033（9/26）

最近の諸問題を受け上場会社に要請文 

 3039（11/7）

第１四半期短信開示日数は33.8日 3040（11/14）

内部統制関連

〈本誌〉23年３月期「重要な欠陥」は８

社 3024（7/18）

財務諸表監査・内部統制監査ともに「意

見不表明」 3027（8 / 8）

オリンパスと大王製紙，“重要な欠陥あ

り” に訂正 3046（12/26）

�会社法改正等�
法務省関係

会社法施行規則等の一部改正で省令案公

表 3031（9/12）

法制審　監査・監督委員会設置会社制度

の創設に現実味 3035（10/10）

法制審　「多重代表訴訟制度」の創設に

経済界が反対 3040（11/14）

会社法施行規則等の一部が改正に 3042（11/28）

法制審　会社法改正に向け12月中旬に試

案公表 3043（12/5）

法務省　会社法制の見直しに関する中間

試案公表 3045（12/19）

その他

日本取締役協　委員会設置会社制度の柔

軟化を提言 3044（12/12）

�監査・レビュー�
監査役協会

「監査役に期待されるITガバナンスの実

践」公表 3032（9/19）

会計監査人との連携に関する実務指針改

正 3032（9/19）

「社外監査役」の独立性高まる 3036（10/17）

基準新設で説明責任増加 3036（10/17）

第73回監査役全国会議開催 3036（10/17）

金融庁（公認会計士制度）関係

中間監査基準及び四半期レビュー基準を

改訂 3022（7 / 4）
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会計士試験　第Ⅱ回短答式の合格率は

3.5% 3022（7 / 4）

中間監査基準及び四半期レビュー基準を

改訂 3023（7/11）

改正監査証明府令が公布・施行 3025（7/25）

会計士資格の実務経験要件緩和へ 3040（11/14）

会計士試験合格率6.4％，新制度後最低

を更新 3041（11/21）

日本公認会計士協会（JICPA)関連

監査基準委員会報告書６本を公表 3023（7/11）

第45回定期総会を開催 3023（7/11）

「ITに対応した監査手続事例」（案）を公

表 3024（7/18）

四半期レビュー実務指針を公表 3024（7/18）

将来的にXBRLデータの監査も 3026（8 / 1）

内部統制監査実務指針を改正 3029（8/29）

JICPA研究大会　山崎会長　2012年に適

用判断を 3033（9/26）

企業内会計士のネットワーク化推進 

 3033（9/26）

循環取引等に関し監査人に注意喚起 

 3034（10/3）

「監査人の交代」指針等を公表 3037（10/24）

「公認会計士の活用」でシンポジウム 

 3037（10/24）

組織内会計士に関するセミナー開催 

 3046（12/26）

その他

JICPA　不正発見に「監査の限界」 3034（10/3）

〈本誌〉監査法人のローテーションに現

実味 3039（11/7）

�企業動向�
IFRS関係

住友商事がIFRSベースの有報提出 3022（7 / 4）

IFRS任意適用２社が「定率法」採用 

 3023（7/11）

〈本誌アンケート〉方向性早く，中身の

ある議論を 3025（7/25）

TSR　IFRS適用アンケートを実施 3029（8/29）

日本板硝子がIFRSを任意適用 3029（8/29）

〈弊社アンケート〉金融担当大臣談話が

企業のIFRS対応に影響 3036（10/17）

あずさアンケート　売上規模でIFRS導

入準備に差 3037（10/24）

〈本誌〉グループ内で減価償却方法統一

の動き 3041（11/21）

その他

TSR　2010年３月期～ 2011年２月期調

査　連結報酬１億円以上の役員は356

人 3022（7 / 4）

TSR　2011年３月期調査　上場会社役

員，報酬１億円以上は294人 3023（7/11）

〈本誌アンケート〉75％が第１・３四半

期CFを省略 3023（7/11）

経産省調査　円高継続，大企業の32%に

深刻な影響 3031（9/12）

TSR　第１四半期調査　東証１・２部

メーカーの６割で為替差損発生 3032（9/19）

新日本調査　四半期連結CF，東証１部

の２割が任意開示 3035（10/10）

TDB　2011年３Qまでの円高倒産，前年

同期比３割増 3036（10/17）

産業経理協アンケート　包括利益，４割

の企業が「単なる表示基準」 3038（10/31）

TDB　製造業の進出予定国，中国40%・

タイ37％ 3039（11/7）

TDB　資産除去債務の影響で小売業36

社が赤字に 3039（11/7）

オリンパス不正，市場への影響多大 

 3040（11/14）

TSR　下期想定レート,「１ドル70円台」

が９割 3042（11/28）

TSR　第２四半期　為替差損は前年同期

比3.3%増 3042（11/28）
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本誌が選ぶ “経財” ５大ニュース 3046（12/26）

週間「適時開示」ニュース

６/21 ～６/27 3022（7 / 4）

６/28 ～７/４ 3023（7/11）

７/５～７/11 3024（7/18）

７/12 ～７/18 3025（7/25）

７/19 ～７/25 3026（8 / 1）

７/26 ～８/１ 3027（8 / 8）

８/２～８/８ 3028（8/22）

８/９～８/22 3029（8/29）

８/23 ～８/29 3030（9 / 5）

８/30 ～９/５ 3031（9/12）

９/６～９/12 3032（9/19）

９/13 ～９/19 3033（9/26）

９/20 ～９/26 3034（10/3）

９/27 ～ 10/３ 3035（10/10）

10/４～ 10/10 3036（10/17）

10/11 ～ 10/17 3037（10/24）

10/18 ～ 10/24 3038（10/31）

10/25 ～ 10/31 3039（11/7）

11/１～ 11/７ 3040（11/14）

11/８～ 11/14 3041（11/21）

11/15 ～ 11/21 3042（11/28）

11/22 ～ 11/28 3043（12/5）

11/29 ～ 12/５ 3044（12/12）

12/６～ 12/12 3045（12/19）

12/13 ～ 12/19 3046（12/26）

�税制・税務関係�
〈本誌〉税制改正で棚卸資産における「切

放し低価法」が廃止 3024（7/18）

東京国税局・杉江潤新局長にインタ

ビュー 3029（8/29）

国税庁　民間企業の平均給与は412万

円，６万円増 3036（10/17）

国税庁　法人所得額，４年ぶりに増加 

 3037（10/24）

国税庁　遡及処理を行った場合，申告書

別表で調整を 3038（10/31）

〈本誌〉実効税率引き下げ，年度・四半期

の税効果に影響 3044（12/12）

〈本誌〉繰越欠損金の控除限度額が引き

下げ 3044（12/12）

〈本誌〉税率変更　会社区分１，四半期に

も影響 3045（12/19）

〈本誌〉土地再評価と税率変更実効税率

引き下げにより再計算 3045（12/19）

ASBJ　税制改正等に伴う四半期取扱い

案公表へ 3046（12/26）

�学会・会計団体の動向その他�
会計サミット　“想定外” への会計の役

割は？ 3027（8 / 8）

日本内部統制研究学会が第４回年次大会

開催 3031（9/12）

青学第６回公開シンポ　IFRS導入，国

の方向性示せ 3031（9/12）

「カーボン・ディスクロージャー」シン

ポジウム開催 3032（9/19）

日本監査研究学会　明大で「第34回全国

大会」開催 3032（9/19）

IIRC　枠組み策定に向け，DP公表 3033（9/26）

日本会計研究学会　第70回大会を開催 

 3034（10/3）

不正検査士協　日本流不正対策を考える 

 3037（10/24）

会計大学院協　震災復興に向けた会計シ

ンポ開催 3039（11/7）

アナリスト協・ディスクロ表彰　企業

トップの姿勢重要 3039（11/7）

日本取締役協会　大王製紙・オリンパス

問題で提言 3043（12/5）
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�会計・開示�
アーニング・サプライズ 3022（7 / 4）

未適用の会計基準 3022（7 / 4）

中間報告を巡る誤解？ 3023（7/11）

四半期P/Lと比較情報 3023（7/11）

独立役員の確保と罰則 3024（7/18）

初度適用の免除規定 3024（7/18）

みなし原価 3024（7/18）

本質価値と時間価値 3025（7/25）

アジェンダ・コンサルテーション 3025（7/25）

為替予約 3026（8 / 1）

XBRLと監査 3026（8 / 1）

比例部分と階層部分のヘッジ 3027（8 / 8）

米国会計基準の採用 3028（8/22）

正常生産能力 3029（8/29）

遡及処理 3029（8/29）

統合報告書 3030（9 / 5）

任意適用 3031（9/12）

“会計方針の変更” の範囲 3031（9/12）

SPEの連結の範囲 3032（9/19）

売却目的保有の資産・負債 3032（9/19）

代理人規定 3033（9/26）

会計方針と表示方法の区分 3033（9/26）

遡及適用の例外処理 3034（10/3）

潜在的議決権 3034（10/3）

カーボン・ディスクロージャー 3035（10/10）

報告セグメントの変更 3037（10/24）

開示注意銘柄制度 3038（10/31）

継続企業の前提 3039（11/7）

投資企業 3040（11/14）

監査人の交代 3041（11/21）

四半期CFの省略 3041（11/21）

任意適用企業の対象範囲 3042（11/28）

紛争鉱物開示規定 3043（12/5）

強調事項と説明事項 3043（12/5）

資産負債法 3044（12/12）

将来に向けた適用？ 3045（12/19）

決算期統一と遡及適用 3045（12/19）

内部統制の訂正 3046（12/26）

�会社法（商法）�
四半期配当 3028（8/22）

内部統制の運用状況の開示 3036（10/17）

所在不明株主 3036（10/17）

社外役員の要件 3038（10/31）

子会社株式の譲渡 3040（11/14）

支配株主の異動を伴う第三者割当 3044（12/12）

�その他�
買収防衛策の廃止 3022（7 / 4）

ESG投資 3023（7/11）

サテライトオフィスとEEG 3030（9 / 5）

外国人投資家とガバナンス 3027（8 / 8）

バーゼル銀行監督委員会 3035（10/10）

クラリティ・プロジェクト 3037（10/24）

組織内会計士 3039（11/7）

ライツ・オファリング 3042（11/28）

独立役員制度 3046（12/26）

ミニファイル
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�会計実務�
■経理実務最前線！Ｑ＆Ａ　監査の現場から� 新日本有限責任監査法人

　第１回　自己株式の活用方法と会計処理・開示の関係 3039（11/7）

� 　山岸　聡

　第２回　税効果会計における見落とされがちな論点 3041（11/21）

� 井澤　依子

　第３回　子会社の決算期変更に関する留意点 3043（12/5）

� 江村　羊奈子

　第４回　海外への拠点移管に関する留意点 3045（12/19）

� 牧野　幸享

■ここだけは押さえたい！企業会計入門講座 新日本有限責任監査法人

　第１回　ディスクロージャー制度�－株主さーん！，投資家さーん！－ 3026（8 / 1）

� 水野　大

　第２回　固定資産の減損�－使っているのに損がでる，なぜ？－ 3030（9 / 5）

� 大橋　正明

　第３回　税効果会計　－税金って，資産なの？－ 3034（10/3）

� 杉原　弘恭

　第４回　退職給付会計　－将来は自己責任の時代へ－ 3039（11/7）

� 松岡　和雄

　第５回　資産除去債務　－将来の負担を財務諸表に反映－ 3043（12/5）

� 大橋　正明

■シリーズ　金融商品会計の完全理解 新日本有限責任監査法人

　第９回　IASB金融商品・ヘッジ会計－公開草案の解説（下）① 3024（7/18）

　第10回　IASB金融商品・ヘッジ会計－公開草案の解説（下）② 3025（7/25）

� 深田　豊大

　第11回　バーゼルⅢ入門（上）　　　3035（10/10）第12回　バーゼルⅢ入門（下）　　　3042（11/28）

� 和合谷　與志雄／安達　哲也

■会計処理のポイントはここ！過年度遡及に関する実務論点Ｑ＆Ａ 新日本有限責任監査法人

　第１回　他の会計基準への影響編 3025（7/25）

� 吉田　剛

　第２回　会計上の見積り編 3026（8 / 1）

� 金子　裕子

　第３回　その他編 3027（8 / 8）

� 牧野　幸享

■役員の報酬・賞与・慰労金の基本と実務Ｑ＆Ａ

解　　説
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　＜179＞ 独立役員と報酬等 3038（10/31）

　＜180＞ 取締役監査役の報酬規制を受ける役員の範囲 3043（12/5）

� 弁護士　小林　公明

■実務Ｑ＆Ａ　会計・税務処理と申告調整

　第34回　　　　　3033（9/26）第35回　　　　　3042（11/28）

� 公認会計士・税理士　鶴田　泰三

■その他

・包括利益～組替調整額及び税効果の注記～ 3023（7/11）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　佐伯　洋介

・四半期決算実務基礎講座　見積実効税率による税金計算 3031（9/12）

� 小川哲也公認会計士・税理士事務所　代表　小川　哲也

・過年度遡及基準に関する追加的な論点について 3035（10/10）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　中條　恵美

・連結・特別目的会社専門委員会における検討状況について 3043（12/5）

� 企業会計基準委員会　研究員　吉岡　亨

�開示�
・四半期報告書の簡素化に係る概要と実務上のポイント 3022（7 / 4）

 新日本有限責任監査法人　公認会計士　森　さやか／公認会計士　福山　伊吹

・提出最終チェック！平成23年６月の第１四半期の改正点を中心とした四半期報告書の

チェックポイント 3025（7/25）

 公認会計士　山添　清昭

・財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令について 3028（8/22）

 金融庁総務企画局企業開示課　課長補佐　徳重　昌宏

・〈本誌〉平成22年度　東証ディスクロージャー表彰・企業行動表彰受賞会社に聴く　「我が

社の情報開示・新制度への取組み」 3034（10/3）

・米国基準の使用期限の撤廃に係る連結財務諸表規則等の改正について 3035（10/10）

 金融庁総務企画局企業開示課　課長補佐　徳重　昌宏／専門官　中村　慎二

・平成23年９月第２四半期における「四半期報告書」の作成上の留意点について 3036（10/17）

 公認会計士　山添　清昭

・第２四半期の留意事項Ｑ＆Ａ 3037（10/24）

 新日本有限責任監査法人　公認会計士　武澤　玲子

・中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成に当たっての留意事項について 3038（10/31）

 金融庁総務企画局企業開示課　課長補佐　徳重　昌宏／専門官　中村　慎二

・今年は大きく変わる！平成23年９月期半期報告書の記載上のポイント 3042（11/28）

 新日本有限責任監査法人　公認会計士　金子　裕子

�会社法�
・会社法施行規則等の一部を改正する省令の解説－平成23年法務省令第33号－ 3044（12/12）
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� 法務省民事局付　髙木　弘明

�監査�
■ドキュメント　監査役監査12ヶ月� （取材・文：本誌・小池　敬）

　第７回　代表取締役との定期的会合 3027（8 / 8）

　第８回　往査 3034（10/3）

　第９回　有事の監査役 3039（11/7）

　第10回　期末監査 3044（12/12）

■監査役のための会計基礎知識

　第２回　監査役の会計監査における役割 3027（8 / 8）

　第３回　計算書類・財務諸表の意義 3031（9/12）

　第４回　計算書類・財務諸表の意義　その２　損益計算書の意義・内容 3036（10/17）

 新日本有限責任監査法人　フェロー　太田　達也

■企業・監査人を取り巻くITを知る

　第11回　Ⅴ．ITにかかわる人材の育成 3024（7/18）

 有限責任 あずさ監査法人　パートナー　縄田　直治／河西　正之

　第12回　Ⅵ．新しいITへの対応と監査① 3028（8/22）

　第13回（最終回）　Ⅵ．新しいITへの対応と監査② 3029（8/29）

 有限責任 あずさ監査法人　KPMGシニア　武田　計良

・不正な財務報告に関する監査上の課題―オリンパス社第三者委員会調査報告書を読んで―�

 3046（12/26）

� 青山学院大学大学院　教授　町田　祥弘

・COSOの「内部統制フレームワーク」の全面改訂公開草案の公表の概要 3046

� プライスウォーターハウスクーパース　パートナー　箱田　順哉

� 青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科　教授　八田　進二

�国際会計基準（IAS/IFRS）関係�

■＜シリーズ＞IFRSを導入したわが社の取り組み～　第４弾　HOYA

　第３回　導入準備～コンサルタント選定，会計基準差異分析及び全体構想 3022（7 / 4）

　第４回　固定資産・棚卸資産 3023（7/11）

　第５回　収益認識 3024（7/18）

　第６回　システム対応と帳簿体系 3025（7/25）

　第７回　機能通貨と表示通貨 3026（8 / 1）

　第８回　開示と連結パッケージ 3027（8 / 8）

　第９回（最終回）　IFRS公表後の課題と導入検討会社へのアドバイス 3028（8/22）

 HOYA株式会社　財務部　連結グループ

■IFRSとファイナンス

　第３回　減損会計における使用価値 3023（7/11）
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　第４回　割引率（主にWACCを中心に）  3026（8 / 1）

　第５回　システマチック・リスクとアンシステマチック・リスク 3029（8/29）

　第６回　IFRS第13号「公正価値測定」 3032（9/19）

　第７回　証券投資とリスク（１） 3037（10/24）

　第８回　証券投資とリスク（２） 3038（10/31）

　第９回　過去のデータから推定した確率分布の使い方（１） 3045（12/19）

 公認会計士　樋口　哲朗／東京共同会計事務所　公認会計士・税理士　小栗　敏晴

■IFRSをめぐる動向

　第32回　顧客との契約から生じる収益（４）（2011年６月までの動向） 3022（7 / 4）

 あらた監査法人　公認会計士　鈴木　理加

　第33回　リース会計（2011年５月～６月の議論） 3024（7/18）

 あらた監査法人　公認会計士　井上　雅子

　第34回　金融商品の減損に関する新しいフレームワーク 3026（8 / 1）

 あらた監査法人　公認会計士　宮治　哲司

　第35回　リース会計（貸手の単一モデル） 3031（9/12）

 あらた監査法人　公認会計士　矢農　理恵子

　第36回　ヘッジ会計（IASBの公開草案に関する検討の状況　その②） 3034（10/3）

 あらた監査法人　公認会計士　宮治　哲司

　第37回　保険契約プロジェクトの概要 3039（11/7）

 あらた監査法人　公認会計士　小玉　聡

　第38回　リース会計 3044（12/12）

� あらた監査法人　公認会計士　井上　雅子

■Q&Aコーナー　気になる論点

　（36）　IFRSにおける包括利益の表示 3022（7 / 4）

　（37）　IAS第19号「従業員給付」の改正 3024（7/18）

　（38）　IFRS強制適用に関する議論 3026（8 / 1）

　（39）　IASBにおける将来のプロジェクト 3028（8/22）

　（40）　IFRSと持分法 3030（9 / 5）

　（41）　IFRS公開草案「投資企業」 3032（9/19）

　（42）　IFRSと特別損益 3034（10/3）

　（43）　統合報告に関する最近の議論 3036（10/17）

　（44）　IFRSとマッチング 3039（11/7）

　（45）　IFRSと資本的支出 3041（11/21）

　（46）　IASBの収益認識の再公開草案（１） 3044（12/12）

　（47）　IASBの収益認識の再公開草案（２） 3046（12/26）

 早稲田大学　大学院会計研究科　教授　秋葉　賢一
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■Q&Aでわかる！初めてのIFRS　基礎編

　第２回：IFRS財団の機構とデュー・プロセス 3022（7 / 4）

　第３回：概念フレームワーク① 3024（7/18）

　第４回：概念フレームワーク② 3026（8 / 1）

　第５回：公正価値 3028（8/22）

　第６回：財務諸表① 3030（9 / 5）

　第７回：財務諸表② 3032（9/19）

　第８回：収益 3034（10/3）

　第９回：棚卸資産 3036（10/17）

　第10回：無形資産 3038（10/31）

　第11回：有形固定資産 3040（11/14）

　第12回：減損及び売却目的で保有する非流動資産 3042（11/28）

　第13回：リース 3044（12/12）

　第14回：引当金，偶発負債及び偶発資産 3046（12/26）

 京都監査法人　山田　善隆

■海外会計トピックス

　PCAOB：監査報告書の改訂案，インターネット企業の売上，その他 3022（7 / 4）

　不正会計関連，SEC関連 3023（7/11）

　CFOの役割，租税回避，SarbOxコスト低減，IFRS関連 3024（7/18）

　再生可能エネルギーへの投資と税務上の恩典，監視機関の予算不足 3025（7/25）

　財務報告の簡素化，エンロンの教訓 3026（8 / 1）

　法令遵守の文化を創る，自国に税金を払わない米国企業，その他 3027（8 / 8）

　リーマンの監査と裁判，賠償金の支払，BCCI事件 3028（8/22）

　PCAOB；監査人の定期的交代，報復リスク 3029（8/29）

　GAAPに基づかない会計，米国の株式市場と中国企業 3030（9 / 5）

　CFOはつらいよ，監査人の懐疑心 3031（9/12）

　FASB：無形資産，クラウドのコスト，その他 3032（9/19）

　FASB：のれんの減損テストの簡略化，監査人の判断，その他 3033（9/26）

　SarbOx対象会社縮小？ FASBの収斂遅延，リスク管理 3034（10/3）

　FASB「継続企業の前提」，EUの監査制度改革 3035（10/10）

　企業の業績と企業文化，米国の脱税，SECのSarbOx見積 3036（10/17）

　不正会計，租税回避，その裏にあるもの 3037（10/24）

　SEC；サイバーセキュリティ，金融機関の業績と会計基準，その他 3038（10/31）

　コンドースメントの賛否，監査人の定期的交代，その他 3039（11/7）

　SarbOxの緩和と雇用対策，グルーポンの上場と会計，その他 3040（11/14）

　海外から見たオリンパス事件，その他 3041（11/21）

　米国IFRS延期か，GAOのIRS・SEC監査結果 3042（11/28）
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　国別租税回避ランキング，IASBとIFACの連携合意 3043（12/5）

　エンロン事件から10年，IFACの内部統制 3044（12/12）

　米国でのIFRS，事業の将来分析，AAの倒産 3045（12/19）

　銀行決算とIFRSのループホール，ストレステスト，その他 3046（12/26）

 文京監査法人　飯田　信夫

■「国際財務報告基準（IFRS）対応状況調査2011」について

　前編　IFRS導入のための準備状況 3039（11/7）

 有限責任あずさ監査法人　IFRS事業部　公認会計士　山本　仁一

　後編　基準差異への対応 3040（11/14）

 有限責任あずさ監査法人　IFRS事業部　公認会計士　中田　宏高

■シリーズ　基礎からIFRSまでわかる！退職給付会計

　第２回　退職給付の会計処理（ ２ ） 3023（7/11）

 有限責任監査法人トーマツ　公認会計士　後藤　知弘

　第３回　退職給付債務と勤務費用 3026（8 / 1）

　第４回　退職給付見込額の期間配分方法 3028（8/22）

　第５回　割引率 3030（9 / 5）

 有限責任監査法人トーマツ　年金数理人　柴田　伸一

　第６回　退職給付債務の補正計算 3032（9/19）

　第７回　退職給付会計の今後の動向（ １ ） 3034（10/3）

 有限責任監査法人トーマツ　年金数理人　堀田　晃裕

　第８回（最終回）　退職給付会計の今後の動向（ ２ ） 3036（10/17）

 有限責任監査法人トーマツ　公認会計士　後藤　知弘

■コーポレート・ガバナンスにとってIFRSとは何か

　シリーズ No.２，Part １　IFRSによる収益認識の基本 3023（7/11）

　シリーズ No.２，Part ２　IFRSによる収益認識の基礎 3028（8/22）

　シリーズ No.３，Part １　収益認識に係る監査役監査のポイント 3030（9 / 5）

　シリーズ No.３，Part ２　収益認識に係る監査役監査のポイント 3032（9/19）

　シリーズ No.４，Part １　外貨リスクのヘッジ会計を中心として 3033（9/26）

　シリーズ No.４，Part ２　外貨リスクのヘッジ会計を中心として 3037（10/24）

　シリーズ No.５，Part １　海外進出企業のガバナンスと会計 3041（11/21）

　シリーズ No.５，Part ２　M&Aの会計とガバナンス 3043（12/5）

　シリーズ No.５，Part ３　IFRS３号によるのれん会計とガバナンス 3045（12/19）

 フジタ国際会計コンサルティング㈱　代表　藤田　敬司

■改正IAS第19号「従業員給付」の解説

　第１回　　　　3026（8/1），第２回　　　　3028（8/22），第３回　　　　3029（8/29）

　第４回　　　　3030（9/5），第５回　　　　3031（9/12），第６回（最終回）　　　　3033（9/26）

 有限責任監査法人トーマツ　井上　雅彦
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■退職給付会計のIFRS対応と実務論点

　最終回 3046（12/26）

� 有限責任監査法人トーマツ　井上　雅彦

■収益認識に関するIASB再公開草案の考察及び実務への影響について

　前編　　　　　3045（12/19）後編　　　　　3046（12/26）

 有限責任�あずさ監査法人　田中　弘隆／辻野　幸子

・アメリカ会計学会年次総会レポート　米国におけるIFRSに関する議論の紹介 3029（8/29）

 公認会計士　山田　善隆

・収益認識に関するIASB再公開草案の概要 3042（11/28）

 有限責任 あずさ監査法人　IFRS本部　公認会計士　中根　正文

・米国におけるIFRS組込みを巡る動向 3043（12/5）

 米国財務会計基準審議会（FASB）　国際研究員　川西　安喜

�インタビュー・対談�
■3000号記念鼎談　日本の会計・監査の過去・現在・未来

　その１　｢会計制度の過去・現在・未来｣ 3024（7/18）

　その２　｢公認会計士と監査｣ 3025（7/25）

　その３　｢資格試験と専門家，人材の育成｣ 3026（8 / 1）

　その４　｢会計士の未来｣ 3027（8 / 8）

 青山学院大学　大学院教授　八田　進二

 新日本有限責任監査法人　理事長　加藤　義孝

 新日本有限責任監査法人　パートナー　片倉　正美

■IASB新理事・鶯地隆継氏に聴く　IFRSの将来と日本が抱える課題

　第１回　「現場の声をIFRSに」 3023（7/11）

　第２回　誤解されているIFRS 3024（7/18）

　第３回　IFRSの将来 3025（7/25）

■経営財務座談会　IFRS導入準備から考える「これからの経理部門」

　前編　　　　　3040（11/14）後編　　　　　3041（11/21）

� アサヒマネジメントサービス株式会社　IFRS室長　坂野　俊次郎

� 花王株式会社　グローバル経理企画部部長職　藤田　喜徳

� カゴメ株式会社　財務経理部会計グループ課長　佐伯　健

� 日清食品ホールディングス株式会社　財務経理部　課長　大島　広昭

� ハウス食品株式会社　財務部経理課チームマネージャー　中島　剛士

� 不二製油株式会社　経営管理部IFRSグループリーダー兼経理グループリーダー　前田　淳

� 東京国際会計　代表取締役　公認会計士　（司会）岡村　憲一郎

・レポート監査法人最前線！　第14回　清陽監査法人� 3029（8/29）

�スキルアップ！�
■財務報告トリプルマスター（財務報告実務検定準拠）
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　第23回　　　　　3022（7 / 4）第24回（最終回）　　　　　3024（7/18）

� 大阪経済大学教授　財務報告実務検定試験委員長　小谷　融

■楽しく身につく「ワールド英語」

　Lesson�22　Freakonomics（ヤバい経済学） 3022（7 / 4）

　Lesson�23　One�High�Cost�of�War（空調にも多額の戦争経費！） 3025（7/25）

　Lesson�24　Graphic�Warnings�for�US�Smokers（アメリカの愛煙家に対する警告写真） 3027（8 / 8）

　Lesson�25　$85�million�House�Sold�in�Los�Angeles（全米一高い豪邸の売却！） 3029（8/29）

　Lesson�26　US�Prison�Problems（アメリカの刑務所は過密状態？） 3031（9/12）

　Lesson�27　�US�Congress:�Differences�Between�House�and�Senate（アメリカ議会：上院と下

院の違い） 3033（9/26）

　Lesson�28　Steve�Jobs’�Five�Best�Ideas�for�Success（スティーブ・ジョブズ氏の名言） 3035（10/10）

　Lesson�29　Strange�US�Laws（アメリカの変な州法） 3037（10/24）

　Lesson�30　Beware�of�Rogues（ならず者に注意） 3039（11/7）

　Lesson�31　Shadow�Banking�for�Untaxed�Wealth（租税回避用の影の銀行） 3042（11/28）

　Lesson�32　�Blood�Type�and�Character�More�Fun�Than�Science�（血液型と性格は関係あ

る？） 3044（12/12）

　Lesson�33　Secrets�of�the�US�Secret�Service（シークレット・サービスの秘密） 3046（12/26）

� 早稲田大学大学院会計研究科　教授　ダニエル・ドーラン

� 青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科　教授　橋本　尚

�コラム・書評等�
・「第３回プロネクサス懸賞論文」の受賞作品決定～リスク情報開示とリスクマネジメント

体制整備への新たな視点を提案する論文が，優秀賞を受賞～ 3045（12/19）

 株式会社プロネクサス

・第７回アジア太平洋管理会計研究学会「報告記」 3045（12/19）

� 龍谷大学　経営学部　教授　木下　徹弘

■現代会計論考

　第16回　会計に政治が介入するとき 3023（7/11）

　第17回　買戻し権付き販売と物々交換の会計 3029（8/29）

 フジタ国際会計コンサルティング㈱　代表取締役　藤田　敬司

■ハーフタイム

　「実態よりも形式依存」はいつまで続くのか 3034（10/3）

　グローバル化の落とし穴 3039（11/7）

　不正会計の背景 3040（11/14）

　何が「飛ばし」を許したか 3043（12/5）

　何が「飛ばし」を許したか（続き） 3045（12/19）

■私の原典

　「石川　達三　蒼氓（そうぼう）」 3036（10/17）



43

（第三種郵便物認可）23．12．26　 No. 3046

 日本軽金属株式会社　前監査役　浜辺　順彦

　高坂　正堯著『国際政治―恐怖と希望』（中公新書，1966年初版） 3039（11/7）

 関西学院大学大学院　教授　杉本　徳栄

■書評

　吉岡　正道著『固定資産評価論―フランス資産評価基準を基軸として―』 3022（7 / 4）

 明治学院大学　教授　藤田　晶子

　太田　達也・鳥飼　重和著『［平成23年版］取締役・監査役必携　株主総会の財務会計に

関する想定問答』 3026（8 / 1）

 弁護士　町田　行人

　岩井　克人／佐藤　孝弘著『IFRSに異議あり　国際会計基準の品質を問う』 3027（8 / 8）

 横浜市立大学　特別契約教授　大西　又裕

　新日本有限責任監査法人編『ストーリー形式で楽しく学ぶ経理部員一年の仕事』 3028（8/22）

 経済・金融・経営評論家／日本CFO協会最高顧問／前金融監督庁顧問　金児　昭

　金児　昭著『「できる社長」のお金の使い方』 3029（8/29）

 東日本電信電話㈱　取締役神奈川支店長　小畑　哲哉

　金児　昭著『日本型／世界に広がる　超やさしい経営会計』 3029（8/29）

 一橋大学大学院　教授　尾畑　裕

　秋葉　賢一著『エッセンシャルIFRS』 3030（9 / 5）

 国際会計基準審議会理事　鶯地　隆継

　小笠原　直著『監査法人の原点』 3033（9/26）

 千葉大学　教授　大塚　成男

　古賀　智敏監修『国際会計基準と日本の会計実務　三訂補訂版』 3034（10/3）

 横浜国立大学　五十嵐　則夫

　小津　稚加子，梅原　秀継編著『IFRS導入のコスト分析』 3037（10/24）

 ヤマハ発動機㈱　経営管理部　佐藤　郁裕

　杉本　徳栄・趙　盛豹編著『事例分析 韓国企業のIFRS導入』 3038（10/31）

 早稲田大学　大学院会計研究科　教授　秋葉　賢一

　平松朗・金子裕子・柳川俊成・大橋英樹著『連結財務諸表規則 逐条詳解 3043（12/5）

 企業会計基準委員会　常勤委員　野村　嘉浩

　大矢　昇太著『スタートアップIFRS』 3046（12/26）

� 監査法人アヴァンティア　法人代表　公認会計士　小笠原　直

■世界会計よもやま話

　比亜迪，バフェット氏の期待に応えられるか 3023（7/11）

　弱者に強く，資本市場で弱かったUCC 3024（7/18）

　中国流・内部統制への会計師活用 3028（8/22）

　オーストラリア流・農本主義 3029（8/29）

　IFRSへの寄付は誰が 3031（9/12）
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　ドルで見て惚れ直すユニデン 3033（9/26）

　ギリシャからパリへの良くない知らせ 3034（10/3）

　中国流・機能する内部統制報告書 3035（10/10）

　連結か個別か　情報開示を韓国電力から学ぶ 3036（10/17）

　アメリカからの高利の裏側～サブプライム債の仕組み 3037（10/24）

　韓国ロッテの結合貸借対照表に見る力 3039（11/7）

　結合財務諸表に見る現代自動車の隆盛～損益計算書の巻 3039（11/7）

　アイルランドに学ぶ簿記原理 3041（11/21）

　オーストラリア流，魔の11月25日金曜日 3042（11/28）

　世界のアウトソーシング100社 3044（12/12）

　サムスン電子「営業CF」のもうひとつの読み方 3045（12/19）

　丑聞は継続して発酵中 3046（12/26）

 愛知工業大学　教授　岡崎　一浩

�その他�
■インドでビジネスを行うにあたっての留意点Ｑ＆Ａ

　第１回　　3028（8/22）第２回　　3030（9 / 5）第３回　　3032（9/19）第４回　　3034（10/3）

　第５回　　3036（10/17）第６回　　3038（10/31）第７回　　3041（11/21）第８回　　3044（12/12）

� 有限責任�あずさ監査法人　インド事業室パートナー　公認会計士　笠間　智樹

■海外年金・会計レポート

　第29回　国際会計基準・退職給付会計の最終改訂案出る 3026（8 / 1）

　第30回　タイにおける年金制度充実への取り組み 3029（8/29）

　第31回　イタリアとフランスの年金改革 3032（9/19）

　第32回　欧米の財政問題と英国の公務員年金改革 3037（10/24）

　第33回　DC（確定拠出）型年金プランの運用の見直し 3044（12/12）

� 年金コンサルタント　内田　博史

■香港IPOの概要と最近の動向について

　第１回　　　　3022（7/4），第２回　　　　3023（7/11），第３回　　　　3024（7/18）

� RSM清和監査法人（日本）／ RSM�Nelson�Wheeler（香港）　パートナー　大塚　貴史

　第４回 3027（8 / 8）

� 株式会社フィナンテック　香港IPO倶楽部主宰　取締役　東京IPO編集長　西堀　敬

・「組織（企業）内会計士に関するアンケート報告書」の解説 3039（11/7）

� 日本公認会計士協会・組織内会計士対応プロジェクト　構成委員長　佐伯　剛

・組織内会計士の現状と将来像 3039（11/7）

� 日本公認会計士協会　茶田　佳世子

■お詫びと訂正■
楽しく身につく「ワールド英語」Lesson�24（No．3027：p38） 3029（8/29）


